
都道府県事業実施計画評価報告書（推進事業）

（都道府県名：岐阜県）

計画時
（平成16年度）

目標
（平成17年度）

事業実施後
（平成17年度）

達成率

産地競争力の
強化

需要に応じた生産
量の確保（農産物）

土地利用型作物
（麦、大豆）

小麦・大豆の新品種の作付
面積

小麦新品種（イ
ワイノダイチ）
30ha、大豆新品
種（つやほまれ）
167ha

小麦新品種（イワ
イノダイチ）
180ha、大豆新品
種（つやほまれ）
200ha

小麦新品種（イワ
イノダイチ）
189ha、大豆新品
種（つやほまれ）
265ha

202%

小麦新品種（ｲﾜｲﾉﾀﾞｲﾁ）については、地域での栽培実証を行い、
実需者の評価を踏まえて計画的な作付け拡大が進んだ。大豆新
品種（つやほまれ）については、大規模経営体がある産地に従来
品種との組み合わせによる作期分散を図るため導入が進んだ。

202%

産地競争力の
強化

需要に応じた生産
量の確保（畜産物）

産地競争力の
強化 果樹（柿）

主要産地に対し果樹産地構
造改革計画の策定を推進
し、その実現に向け支援す

る。

０地区 ４地区
４地区

(岐阜・西濃・揖
斐・中濃地区)

100%

果樹産地構造改革計画の策定を推進した結果、４地区（岐阜・
西濃・揖斐・中濃）で１１の柿産地で策定された。今後はリンゴ、ﾓ
ﾓ、クリ産地においても指導を行うことにより、次年度以降も策定
に向けた取組を推進したい。

100%

産地競争力の
強化 鳥獣害防止

被害対策パンフレットの作
成、配布。被害金額の減

少。

0部、120,679千
円

20,000部、
114,645千円

0部、121,790千
円 -9.20%

被害対策指針（８００部）を作成し、関係機関・市町村へ配布する
とともに、市町村・農業関係団体職員を対象とした「研修会」を開
催し被害対策等の普及啓発を行った。この結果、地域への被害
対策の普及啓発ができ被害対策は実施されたが、イノシシ・サル
の生息区域が拡大したため農作物への被害金額が増加した。し
かし、今後も国・県・市町村等が連携して継続的な地域全体への
普及啓発と被害対策を積極的に実施していく。

-9.20%

産地競争力の
強化

飼料（自給飼料
生産技術向上）

ワラ専用稲栽培面積の増
加 3ha 20ha 33ha 176%

ワラ専用稲栽培面積が実施前の3haから33haへと大きく増加し、
目標数値を達成することが出来た。 176%

産地競争力の
強化

家畜改良増殖
（豚）

系統造成中のヂュロック種
の能力向上

ＤＧ：982g、ＢＦ：
1.58cm

ＤＧ：991g、ＢＦ：
1.59cm

ＤＧ：1,021g、
ＢＦ：1.80㎝ 1317%

DGが実施前の982gから1,021gへ、BFが実施前の1.58㎝から1.80
㎝へと大きく向上し、目標数値を達成することが出来た。 1317%

産地競争力の
強化 品質の向上 野菜（いちご）

いちご「美濃娘」の栽培面積
拡大 1.3ha 5.0ha 5.8ha 122%

協議会の開催、栽培マニュアル作成、委託苗生産実証ほの設
置・調査の取組み等を行い、「美濃娘」の栽培面積が拡大した。
平成１７年度は県全体の９％の作付面積だが、平成２２年には３
０％まで増加させ、「濃姫」とあわせて県育成品種によるブランド
づくりをすすめる

122%

産地競争力の
強化

農畜産業の環境保
全

産地競争力の
強化

農作業の機械化・
安全の確立

農業生産体制保
安

農作業保安指導員の育成 0人 20人 43人 215%

農業機械士養成研修において、農作業安全に関する講習会を行
い、農作業安全の地域リーダーとして活動するよう啓発を行った。

215%

産地競争力の
強化 優良種苗の確保

国による評価

生産性の向上（農
産物）

生産性の向上（畜
産物）

都道府県による評価結果（所見）

目標数値
成果目標の具体的な

内容
政策目的 取組名

（ ）
政策目標



計画時
（平成16年度）

目標
（平成17年度）

事業実施後
（平成17年度）

達成率

国による評価都道府県による評価結果（所見）

目標数値
成果目標の具体的な

内容
政策目的 取組名

（ ）
政策目標

産地競争力の
強化

輸入急増農産物関
係産地対策

輸入急増野菜
（野菜）

岐阜県産農産物に対する
消費者の意識向上を図る 認知度21％ 認知度25％ 認知度33％ 300%

生産者が消費者へ直売することにより、消費者の農産物に関す
る理解促進を図ることができた。
アンケート調査の結果、岐阜県産農産物に対する認知度は３

３％と目標を上回る結果が得られた。

300%

経営力の強化 担い手の育成確保
認定農業者等担
い手育成対策の

推進

当県において認定農業者の
育成・確保を行う

認定農業者数
1,716経営体

認定農業者数
1,808経営体

認定農業者数
1,791経営体 82%

平成１９年度から始まる経営安定対策の説明のため、担い手協
議会でチームを編成し、全市町村を訪問する中で併せて認定農
業者の推進を行った。
その結果、目標を上回る１４６名の新規認定者を育成できたが、
高齢等により再認定を受けなかった方が思いの外多く、全体では
８２％の達成率にとどまった。

82%

経営力の強化
担い手への農地の
利用集積の促進

農地利用集積の
推進

農地情報利用効率化や農
業委員会活動の強化を図
り、担い手への農地利用集
積を推進する。

農地利用集積率
18.4％

農地利用集積率
19.4％

農地利用集積率
20.2％ 180.0%

各市町村農業委員会等の取組により県としての目標が達成され
た引き続き農地利用集積に努める。

180.0%

経営力の強化 新規就農者の育
成・確保

新規就農等促進
総合支援

農業体験活動の実施、当県
において新規就農者の育成
確保を行う

農業・農村体験
活動参加延べ人
数129人、新規
就農者確保数40

人

農業・農村体験
活動参加延べ人
数165人、新規就
農者確保数45人

農業・農村体験
活動参加延べ人
数270人、新規就
農者確保数３0人

156%

岐阜県青年農業者等育成センターにおいて、各種就農支援を実
施し、３０名の新規就農者を確保したところである。今後も引き続
き、新規就農者の確保や育成を図りたい。
農業・農村体験活動では、多くの参加者が農業に触れることがで
き、農業・農村に対する関心が高まった。

156%

経営力の強化
農山漁村における
農村男女共同参画
社会の確立

農業・農村男女
共同参画チャレ
ンジ推進

女性の認定農業者の育成 27人 30人 37人 333%

目標値は達成されたが、地域により申請者数にバラツキがあるた
め、県下全域でさらに推進していく。また、今後は共同申請につい
ても家族経営協定の締結とともに推進する。 333%

経営力の強化 高齢農業者の能力
の活用の推進

シニア能力活用
促進

担い手への支援・育成に取
り組む高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

4グループ 8グループ 5グループ 25%

担い手への支援・育成に取り組もうとする個人の意識は高まって
いる。しかし、グループ全体の意識の高まりまでつながらなかった
ので、今後は、グループとしての活動となるように指導を進める。

25%

食品流通の合
理化及び及び輸
出の促進

輸出促進のための
環境整備の推進

テスト輸出 商談の成立 0件 3件 5件 167%
香港の消費者や小売店に岐阜県産品の良さを評価いただき、
フェア後の継続販売が実現したことは、今後につながる大きな成
果である

167%

（注）１．産地競争力の強化を目的とする取組名欄の（ ）内には、対象作物・畜種等名を記入する。
２．複数の項目を成果目標として掲げている場合、成果目標の達成率は、それぞれの項目の達成率の平均値とする。
３．都道府県による評価結果（所見）には、目標達成状況を踏まえた都道府県としての評価の結果を記載するとともに、達成率が低い場合には、その要因分析及び今後の対応方針等を記載する。

※様式は「強い農業づくり交付金の事業評価の実施について」（平成１７年１０月３日付け１７生産第３５１０号農林水産省大臣官房国際部長、農林水産省総合食料局長、農林水産省生産局長、農林水産省経営局長通知）別記様式２に
準じる。


